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1. 概要 

本資料は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計方

針に基づき，軽油タンク基礎が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度及び支持機能を有してい

ることを確認するものである。 

軽油タンク基礎に要求される機能の維持を確認するにあたっては，地震応答解析並びに水平 2

方向及び鉛直方向の荷重を考慮した 3次元構造解析に基づく構造部材の健全性評価及び基礎地盤

の支持性能評価により行う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

軽油タンク基礎の位置図を図 2－1に示す。 

 

 

 

図 2－1 軽油タンク基礎の位置図（全体平面図） 

 

 

 

 

軽油タンク基礎 
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2.2 構造概要 

軽油タンク基礎の平面図を図 2－2，断面図を図 2－3に，概略配筋図を図 2－4に示す。 

軽油タンク基礎は，軽油タンクを間接支持する幅約 18m（NS方向）×約 35m（EW方向），高さ

約 1.4m の鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，杭を介して十分な支持性能を有する西山

層に支持される。 

 

  

       （単位：mm） 

図 2－2 軽油タンク基礎の平面図  

７号機原子炉建屋 

軽油タンク基礎 

Ａ 

Ｂ 

地盤改良 

地盤改良 

Ｂ 

格納容器圧力 

逃がし装置 

Ａ 

流動化処理土 
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       （単位：mm） 

     注 ：東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。） 

図 2－3 (1) 軽油タンク基礎の断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

 

 

       （単位：mm） 

図 2－3 (2) 軽油タンク基礎の断面図（Ｂ－Ｂ断面） 
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（単位：mm） 

図 2－4（1） 軽油タンク基礎の概略配筋図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

 

（単位：mm） 

図 2－4（2） 軽油タンク基礎の概略配筋図（Ｂ－Ｂ断面） 
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軽油タンク基礎には，基礎版と剛結された付帯設備が設置されている。付帯設備の配置図を

図 2－5に示す。付帯設備のうち，張出しダクト及び防油堤の一部はＳクラス施設である非常

用ディーゼル発電設備燃料油系配管を，張出し基礎はＳクラス施設である燃料移送ポンプを間

接支持する構造物である。 

 

 

 

    

                 （単位：mm） 

 

図 2－5 付帯設備の配置図 
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2.3 評価方針 

軽油タンク基礎は，設計基準対象施設においては，Ｓクラス施設の間接支持構造物である屋

外重要土木構造物に，重大事故等対処施設においては，常設耐震重要重大事故防止設備及び常

設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設に分類される。 

軽油タンク基礎の耐震評価フローを図 2－6に示す。 

軽油タンク基礎の耐震評価は，Ⅴ-2-2-17「軽油タンク基礎の地震応答計算書」より得られた

地震応答解析の結果に基づき，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の評価として，表 2

－1 に示すとおり，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行う。構造部材の健

全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を有すること及びＳクラス

の施設を支持する機能を損なわないことを確認する。 

また，軽油タンク基礎の付帯設備のうち，Ｓクラス施設を間接支持する張出しダクト，張出

し基礎及び防油堤について，耐震評価を実施する。付帯設備の耐震評価については，別紙に示

す。 

軽油タンク基礎を構成する部材のうち，鉄筋コンクリート部材の耐震評価については，軽油

タンク及び付帯設備の荷重の平面的な偏りを踏まえ，水平 2方向及び鉛直方向の荷重を考慮し

た 3次元静的有限要素法解析（以下「3次元構造解析」という。）を実施し，圧縮縁コンクリー

トひずみ及びせん断力が許容限界以下であることを確認する。3 次元構造解析の入力荷重は，

Ⅴ-2-2-17「軽油タンク基礎の地震応答計算書」より得られた地震応答解析の結果に基づき算定

する。 

鋼管杭の耐震評価については，Ⅴ-2-2-17「軽油タンク基礎の地震応答計算書」より得られた

地震応答解析の結果に基づき，鋼管杭に生じる曲率及びせん断力が許容限界以下であることを

確認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，Ⅴ-2-2-17「軽油タンク基礎の地震応答計算書」より得

られた地震応答解析の結果に基づき，杭頭に生じる鉛直力が許容限界以下であることを確認す

る。 

ここで，軽油タンク基礎は，運転時，設計基準事故時及び重大事故時の状態における圧力，

温度等について，耐震評価における手法及び条件に有意な差異はなく，評価は設計基準対象施

設の評価結果に包括されることから，設計基準対象施設の評価結果を用いた重大事故等対処施

設の評価を行う。 
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表 2－1 軽油タンク基礎の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を

有すること 

構造部材の

健全性 

鉄筋コンク

リート部材 

圧縮縁コンクリ

ートひずみ及び

せん断力が許容

限界以下である

ことを確認 

曲げ軸力 限界ひずみ* 

せん断力 せん断耐力* 

鋼管杭 曲率及びせん断

力が許容限界以

下であることを

確認 

曲げ軸力 終局曲率* 

せん断力 終局せん断強度* 

基礎地盤の

支持性能 

基礎地盤 杭頭に発生する

鉛直力が許容限

界以下であるこ

とを確認 

終局鉛直支持力* 

Ｓクラスの

施設を支持

する機能を

損なわない

こと 

構造部材の

健全性 

鉄筋コンク

リート部材 

圧縮縁コンクリ

ートひずみ及び

せん断力が許容

限界以下である

ことを確認 

曲げ軸力 限界ひずみ* 

せん断力 せん断耐力* 

鋼管杭 曲率及びせん断

力が許容限界以

下であることを

確認 

曲げ軸力 終局曲率* 

せん断力 終局せん断強度* 

基礎地盤の

支持性能 

基礎地盤 杭頭に発生する

鉛直力が許容限

界以下であるこ

とを確認 

終局鉛直支持力* 

注記＊ ：妥当な安全余裕を考慮する。 
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図 2－6 軽油タンク基礎の耐震評価フロー 

 

基礎地盤の支持性能評価 

評価開始 

評価方針 

評価対象断面の設定 

杭頭に発生する鉛直力算定 

評価終了 

基礎版の健全性評価 

解析モデル作成 
（非線形積層シェルモデル） 

鋼管杭の応答値算定 

地震時荷重の算定 

鋼管杭の健全性評価 

荷重算定モデル作成 

照査時刻の選定 別紙 
付帯設備の耐震評価 

3 次元構造解析に用いる応答値 鋼管杭及び基礎地盤の支持性能

評価に用いる応答値 
付帯設備の耐震評価に用いる 

応答値 

Ⅴ-2-2-17 
軽油タンク基礎の 
地震応答計算書 許容限界の設定 

基礎版に作用する 
地震時応答の抽出 

（水平 2 方向及び鉛直方向） 

基礎版の応答値算定 
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2.4 適用基準 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002年制定） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成14年3月） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会） 

・乾式キャスクを用いる使用済み燃料中間貯蔵建屋の基礎構造の設計に関する技術規程 Ｊ

ＥＡＣ４６１６-2009（日本電気協会） 

・鋼・合成構造標準示方書［耐震設計編］（土木学会，2008年）  
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3. 耐震評価 

3.1 評価対象断面 

軽油タンク基礎の評価対象断面位置を図 3－1に示す。構造物の耐震設計における評価対象

断面は図 3－1のＡ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面とする。 

評価対象断面図を図 3－2に示す。 

 

 

                       （単位：mm） 

 

 

注 ：置換工法(CD掘削)の施工範囲の内，地上
構造物及び埋設構造物がある箇所では，
高圧噴射または置換（開削）を適用 

 

図 3－1 軽油タンク基礎の評価対象断面位置図  

７号機原子炉建屋 

Ｂ 

Ｂ 

Ａ Ａ 

軽油タンク基礎 

格納容器圧力 

逃がし装置 
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       （単位：m） 

 

 

 

注 ：置換工法(CD掘削)の施工範囲の内，地上
構造物及び埋設構造物がある箇所では，
高圧噴射または置換（開削）を適用 

 

図 3－2 (1) 軽油タンク基礎の評価対象断面図（Ａ－Ａ断面） 
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               （単位：m） 

 

 

注 ：置換工法(CD掘削)の施工範囲の内，地上
構造物及び埋設構造物がある箇所では，
高圧噴射または置換（開削）を適用 

図 3－2 (2) 軽油タンク基礎の評価対象断面図（Ｂ－Ｂ断面） 
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3.2 使用材料及び材料定数 

構造物の使用材料を表 3－1に，材料物性値を表 3－2に示す。 

 

表 3－1 構造物の使用材料 

材料 諸元 

コンクリート 設計基準強度 23.5 N/mm2 

鉄筋 SD35（SD345相当） 

鋼管杭 SKK400（SKK41相当） 

 

表 3－2 構造物の材料物性値 

材料 
単位体積重量

（kN/m3） 

ヤング係数 

(N/mm2) 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 23.5＊ 2.45×104＊ 0.2＊ 

鋼管杭 77＊ 2.06×105＊ 0.3＊ 

    注記＊ ：建設時の設計値に基づく 

 

3.3 許容限界 

許容限界は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 鉄筋コンクリート部材に対する許容限界 

(1) 曲げ軸力に対する許容限界 

鉄筋コンクリート部材の曲げ軸力に対する許容限界は，原子力発電所屋外重要土木構造

物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005年）（以下「土木学会マニュアル」と

いう。）に基づき，限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひずみ 1.0％）とする。 

土木学会マニュアルでは，曲げ系の破壊に対する限界状態は，コンクリートの圧縮縁の

かぶりが剥落しないこととされている。 

圧縮縁コンクリートひずみ 1.0％の状態は，かぶりコンクリートの剥落が発生する前の

状態であることが，屋外重要土木構造物を模したラーメン構造の破壊実験及び数値シミュ

レーション等の結果より確認されている。この状態を限界値とすることで構造全体として

の安定性が確保できるとして設定されたものである。 

 

(2) せん断力に対する許容限界 

鉄筋コンクリート部材のせん断力に対する許容限界は，土木学会マニュアルに基づき，

棒部材式又はディープビーム式で求まるせん断耐力とする。 
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3.3.2 鋼管杭に対する許容限界 

(1) 曲げ軸力に対する許容限界 

鋼管杭の曲げ軸力に対する許容限界は，乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵建屋

の基礎構造の設計に関する技術規程 ＪＥＡＣ４６１６-2009（日本電気協会）（以下「キ

ャスク指針」という。）に基づき，鋼管杭の終局曲率を許容限界とする。 

 

(2) せん断力に対する許容限界 

鋼管杭のせん断力に対する許容限界は，キャスク指針に基づき，終局せん断強度とする。 

 

3.3.3 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に発生する鉛直力に対する許容限界は，Ⅴ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本

方針」に基づき，道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成

14年 3月）（以下「道路橋示方書」という。）の杭基礎（中掘り杭工法）より設定する極限

支持力に，キャスク指針に基づく安全率を考慮した終局鉛直支持力とする。 
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3.4 評価方法 

3.4.1 鉄筋コンクリート部材の評価 

鉄筋コンクリート部材の評価は，軽油タンク及び付帯設備の荷重の平面的な偏りを考慮

するため，鉄筋コンクリート部材を非線形積層シェル要素でモデル化し，水平 2方向及び

鉛直方向の荷重に対する評価を，3次元構造解析を用いて行う。3次元構造解析の入力荷重

は，Ⅴ-2-2-17「軽油タンク基礎の地震応答計算書」に基づく地震応答解析において鉄筋コ

ンクリート部材の評価に支配的な荷重が最大となる時刻を選定し，当該時刻における地震

時応答から設定する。 

3 次元構造解析より算定した鉄筋コンクリート部材の圧縮縁コンクリートひずみ及びせ

ん断力が，「3.3.1 鉄筋コンクリート部材に対する許容限界」に示す許容限界以下である

ことを確認する。 

 

(1) 解析モデル 

鉄筋コンクリート部材は，材料の非線形特性を考慮した非線形積層シェル要素でモデル

化する。鋼管杭は道路橋示方書に基づき剛性を設定した杭頭バネ要素でモデル化する。モ

デル概念図を図 3－3に，要素分割図を図 3－4に，鉄筋コンクリート部材の材料特性を

図 3－5及び図 3－6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 モデル概念図 

  

ＰＮ 

ＰＳ 

ＰＷ 

ＰＥ 

 ＜凡例＞ 

非線形積層シェル要素： 

杭頭ばね要素： 
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                             （単位：mm） 

図 3－4 要素分割図 

 

 

 

 

図 3－5 コンクリートの非線形特性 

（コンクリート標準示方書［設計編］（土木学会，2012年）より引用） 

 

PN 
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図 3－6 鉄筋の非線形特性 

（コンクリート標準示方書［設計編］（土木学会，2012年）より引用） 

 

(2) 照査時刻 

軽油タンク基礎は軽油タンクを間接支持する構造物であり，その耐震評価には軽油タン

クからの外力が大きく影響する。 

鉄筋コンクリート部材の照査時刻は，Ⅴ-2-2-17「軽油タンク基礎の地震応答計算書」に

基づく地震応答解析において軽油タンクの圧縮軸力及びモーメントがそれぞれ最大となる

時刻とする。 

 

(3) 入力荷重 

3次元構造解析の入力荷重は，設計値及びⅤ-2-2-17「軽油タンク基礎の地震応答計算書」

より得られた地震応答解析に基づく「(2) 照査時刻」で選定した照査時刻における応答値

を用いて算定する。入力荷重の一覧を表 3－3に示す。 

 

表 3－3 3次元構造解析における入力荷重 

区分 種別 考慮する荷重 

主荷重 

固定荷重 躯体自重 

積載荷重 付帯設備自重，機器・配管荷重 

常時土圧 基礎版側面に作用する常時土圧 

常時水圧 基礎版側面，底面に作用する常時水圧 

地震時

の影響 

地震荷重 

躯体に作用する慣性力 

付帯設備，機器・配管に作用する慣性力 

軽油タンクの自己励起による荷重 

地震時土圧 基礎版側面に作用する地震時土圧 

地震時水圧 基礎版側面に作用する地震時水圧 
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3.4.2 鋼管杭の評価 

Ⅴ-2-2-17「軽油タンク基礎の地震応答計算書」に基づく地震応答解析により算定した鋼

管杭の発生曲率及びせん断力が，「3.3.2 鋼管杭に対する許容限界」に示す許容限界以下

であることを確認する。 

 

3.4.3 基礎地盤の支持性能評価 

Ⅴ-2-2-17「軽油タンク基礎の地震応答計算書」に基づく地震応答解析により算定した杭

頭に生じる鉛直力が，「3.3.3 基礎地盤の支持性能に対する許容限界」に示す許容限界以

下であることを確認する。 

 

4. 構造部材の地震時応答 

4.1 鉄筋コンクリート部材 

3 次元構造解析に基づく鉄筋コンクリート部材の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時

刻でのひずみ分布を図 4－1に，せん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力を図 

4－2に示す。 
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最外縁（上側）のひずみ分布 

 

 

 

 

最外縁（下側）のひずみ分布 

 

 

図 4－1 鉄筋コンクリート部材の曲げ軸力照査における 

最大照査値の評価時刻でのひずみ 

（Ss-1－＋，t＝5.83s） 

（検討ケース①：基本ケース） 
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曲げモーメント分布 

 

 

 

 

 

軸力分布 

 

 

図 4－2 (1) 鉄筋コンクリート部材のせん断力照査における 

最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ss-8＋＋，t＝8.12s） 

（検討ケース③：地盤物性のばらつき（－1σ）を考慮した解析ケース） 
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せん断力分布 

 

 

図 4－2 (2) 鉄筋コンクリート部材のせん断力照査における 

最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ss-8＋＋，t＝8.12s） 

（検討ケース③：地盤物性のばらつき（－1σ）を考慮した解析ケース） 
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4.2 鋼管杭 

地震応答解析結果に基づく鋼管杭の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での曲率分

布を図 4－3に，せん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力を図 4－4に示す。 

 

 

 

 

曲率（×10-3 1／m） 

照査値が最大となる肉厚 14mm（杭頭部 16mm）の杭 

 

 

評価位置（赤字：評価対象） 

 

図 4－3 (1) 鋼管杭の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での曲率分布図 

（Ａ－Ａ断面，Ss-3＋－，t＝36.64s） 

（検討ケース①：基本ケース） 

  

-2.20 -2.31

-2.57

φ （ 1/m ）
　 　 ×E-03

:曲率照査最大位置 = -2.57

1576
1575

1712

:曲率照査最大位置 = 1712

    N(kN)

629

687 806

:曲率照査最大位置 = -402

atfaimax Q(kN)

K7LOT_NS_case1_1614_Ss3+-

FLIP Step No.: 3665

2 1 3 4 5 

6 7 8 



 

24 

K7
 ①

 Ｖ
-2
-
2-
18
 R
0 

 

 

曲率（×10-3 1／m） 

照査値が最大となる肉厚 12mmの杭 

 

 

評価位置（赤字：評価対象） 

 

図 4－3 (2) 鋼管杭の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での曲率分布図 

（Ｂ－Ｂ断面，Ss-7EW，t＝60.07s） 

（検討ケース③：地盤物性のばらつき（－1σ）を考慮した解析ケース） 
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せん断力（kN） 

照査値が最大となる肉厚 14mmの杭 

 

 

評価位置（赤字：評価対象） 

 

図 4－4 (1) 鋼管杭のせん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力（杭一本あたり） 

（Ａ－Ａ断面，Ss-3－－，t＝36.61s） 

（検討ケース①：基本ケース） 
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せん断力（kN） 

照査値が最大となる肉厚 14mmの杭 

 

 

評価位置（赤字：評価対象） 

 

図 4－4 (2) 鋼管杭のせん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力（杭一本あたり） 

（Ｂ－Ｂ断面，Ss-7EW，t＝58.33s） 

（検討ケース③：地盤物性のばらつき（－1σ）を考慮した解析ケース） 
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5. 耐震評価結果 

5.1 鉄筋コンクリート部材に対する評価結果 

鉄筋コンクリート部材の曲げ軸力照査における最大照査値を表 5－1に，鉄筋コンクリート

部材のせん断力照査における最大照査値を表 5－2に示す。鉄筋コンクリート部材の照査用圧

縮ひずみ及び照査用せん断力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 5－1 鉄筋コンクリート部材の曲げ軸力照査における最大照査値 

解析 

ケース 
地震動 

照査用圧縮ひずみ＊ 

εｄ（μ） 

限界ひずみ 

εｒ（μ） 
照査値 

① Ss-1－＋ 1381 10000  0.14 

注記＊ ：照査用圧縮ひずみεｄ＝圧縮縁の発生ひずみε×構造解析係数γａ 

 

 

表 5－2 鉄筋コンクリート部材のせん断力照査における最大照査値 

解析 

ケース 
地震動 

照査用せん断力＊ 

Ｖｄ（kN） 

せん断耐力 

Ｖｙｄ（kN） 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

③ Ss-8＋＋ 1641 2195 0.75 

注記＊ ：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力×構造解析係数γａ 
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5.2 鋼管杭に対する評価結果 

鋼管杭の曲げ軸力照査における最大照査値を表 5－3に，鋼管杭のせん断力照査における最

大照査値を表 5－4に示す。鋼管杭の照査用曲率及び照査用せん断力が許容限界以下であるこ

とを確認した。 

 

表 5－3 (1) 鋼管杭の曲げ軸力照査における最大照査値（Ａ－Ａ断面） 

評価位置 解析ケース 地震動 
照査用曲率＊ 

φｄ（1／m） 

終局曲率 

φｕ（1／m） 

照査値 

φｄ／φｕ 

8 

（肉厚 14mm［杭頭

部 16mm］の杭） 

① Ss-3＋－ 2.71×10-3 1.24×10-2 0.22 

注記＊ ：照査用曲率φｄ＝発生曲率×構造解析係数γａ 

 

 

評価位置 

 

表 5－3 (2) 鋼管杭の曲げ軸力照査における最大照査値（Ｂ－Ｂ断面） 

評価位置 解析ケース 地震動 
照査用曲率＊ 

φｄ（1／m） 

終局曲率 

φｕ（1／m） 

照査値 

φｄ／φｕ 

12 

（肉厚 12mmの杭） 
③ Ss-7EW 3.37×10-3 1.16×10-2 0.30 

注記＊ ：照査用曲率φｄ＝発生曲率×構造解析係数γａ 

 

 

評価位置  

2 1 3 4 5 

6 7 8 

2 1 3 4 5 7 6 8 9 10 12 11 13 14 
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表 5－4 (1) 鋼管杭のせん断力照査における最大照査値（Ａ－Ａ断面） 

評価位置 解析ケース 地震動 
照査用せん断力＊ 

Ｑｄ（kN） 

終局せん断耐力 

Ｑｕ（kN） 

照査値 

Ｑｄ／Ｑｕ 

1 

（肉厚 14mmの杭） 
① Ss-3－＋ 889 1977 0.45 

注記＊ ：照査用せん断力Ｑｄ＝発生せん断力×構造解析係数γａ 

 

 

評価位置 

 

表 5－4 (2) 鋼管杭のせん断力照査における最大照査値（Ｂ－Ｂ断面） 

評価位置 解析ケース 地震動 
照査用せん断力＊ 

Ｑｄ（kN） 

終局せん断耐力 

Ｑｕ（kN） 

照査値 

Ｑｄ／Ｑｕ 

8 

(肉厚 14mmの杭) 
③ Ss-7EW 1257 1977 0.64 

注記＊ ：照査用せん断力Ｑｄ＝発生せん断力×構造解析係数γａ 

 

 

評価位置 

 

2 1 3 4 5 

6 7 8 

2 1 3 4 5 7 6 8 9 10 12 11 13 14 
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5.3 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 5－5に示す。 

軽油タンク基礎の基礎地盤に発生する最大鉛直力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 5－5 (1) 基礎地盤の支持性能照査における最大照査値（Ａ－Ａ断面） 

評価 

位置 

解析 

ケース 
地震動 

最大鉛直力 

Ｒａ（kN） 

終局鉛直支持力＊ 

Ｒｕａ（kN） 

照査値 

Ｒａ／Ｒｕａ 

8 

（肉厚 14mm［杭頭

部 18mm］の杭） 

① Ss-1＋＋ 1499 6426 0.24 

注記＊ ：終局鉛直支持力Ｒｕａ＝極限支持力Ｒｕ÷安全率 

 

 

評価位置 

 

表 5－5(2) 基礎地盤の支持性能照査における最大照査値（Ｂ－Ｂ断面） 

評価 

位置 

解析 

ケース 
地震動 

最大鉛直力 

Ｒａ（kN） 

終局鉛直支持力＊ 

Ｒｕａ（kN） 

照査値 

Ｒａ／Ｒｕａ 

1 

（肉厚 14mm［杭頭

部 18mm］の杭） 

① Ss-2EW 1991 6356 0.32 

注記＊ ：終局鉛直支持力Ｒｕａ＝極限支持力Ｒｕ÷安全率 

 

 

評価位置 

 

2 1 3 4 5 

6 7 8 
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別紙 付帯設備の耐震評価 
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1. 概要 

本資料は，軽油タンク基礎の付帯設備のうち，Ｓクラス施設を間接支持する張出しダクト，張

出し基礎及び防油堤が，基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度及び支持機能を有していること

を確認するものである。 

軽油タンク基礎の付帯設備に要求される機能の維持を確認するにあたっては，Ⅴ-2-2-17「軽油

タンク基礎の地震応答計算書」より得られた地震応答解析の結果に基づき，2 次元静的応力解析

による構造部材の健全性評価により行う。 

 

2. 基本方針 

2.1 構造概要 

評価対象とする付帯設備の配置図を図 2－1に，各付帯設備の断面図を図 2－2～図 2－4に

示す。 

 

 

 

 

 

図 2－1 評価対象とする付帯設備の配置図 

  

a a 

b 

b 

c 

凡例 設備名称 Ｓクラス施設 

 
張出しダクト 

非常表ディーゼル発電設備

燃料油系配管 

 張出し基礎 燃料移送ポンプ 

 
防油堤 

非常表ディーゼル発電設備

燃料油系配管 

 

c 

d d 

e 

e 
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図 2－2 張出しダクト断面図（a－a断面） 

 

 

   

      （b－b断面）              （c－c断面） 

 

図 2－3 張出し基礎断面図 

 

 

    

       （d－d断面）             （e－e断面） 

 

図 2－4 防油堤断面図  

（単位：mm） 

（単位：mm） 

（単位：mm） 
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2.2 評価方針 

付帯設備の耐震評価フローを図 2－5に，各付帯設備の評価項目を表 2－1に示す。 

軽油タンク基礎の付帯設備の耐震評価は，Ⅴ-2-2-17「軽油タンク基礎の地震応答計算書」に

基づく地震応答解析の応答値を用いて 2次元静的応力解析を実施し，鉄筋コンクリート部材に

生じる層間変形角，曲げモーメント及びせん断力が許容限界以下であることを確認する。 

2 次元静的応力解析には解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を用いる。なお，解析コードの検証及び

妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－5 付帯設備の耐震評価フロー 

  

評価開始 

評価方針 

評価対象断面の設定 

Ｖ-2-2-17 

軽油タンク基礎の 

地震応答計算書 

許容限界の設定 

付帯設備の健全性評価 

（2 次元静的応力解析） 

付帯設備に作用する応答値の算定 

評価終了 

解析モデルの作成 
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表 2－1 付帯設備の評価項目 

付帯設備 評価項目 適用規格 評価内容 

張出しダクト 

曲げ軸力 

原子力発電所屋外重要土木構

造物の耐震性能照査指針・マニ

ュアル（土木学会，2005年） 

限界層間変形角を設定した上

で，発生層間変形角が限界層間

変形角を下回ることを確認す

る＊。 

せん断力 

コンクリート標準示方書［構造

性能照査編］（土木学会，2002

年） 

発生せん断力が終局せん断強

度以下であることを確認する
＊。 

張出し基礎 

曲げ軸力 
コンクリート標準示方書［構造

性能照査編］（土木学会，2002

年） 

発生曲げモーメントが終局曲

げ耐力以下であることを確認

する＊。 

せん断力 

発生せん断力が終局せん断強

度以下であることを確認する
＊。 

防油堤 

曲げ軸力 
コンクリート標準示方書［構造

性能照査編］（土木学会，2002

年） 

発生曲げモーメントが終局曲

げ耐力以下であることを確認

する＊。 

せん断力 

発生せん断力が終局せん断強

度以下であることを確認する
＊。 

注記 ＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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3. 耐震評価 

3.1 張出しダクト 

3.1.1 評価対象断面 

張出しダクトは，Ｓクラス施設である非常用ディーゼル発電設備燃料油系配管を間接支

持する構造物である。張出しダクトは，耐震補強工事として頂版と軽油タンク基礎版との

間に増厚を実施している。 

張出しダクトの評価対象断面を図 3－1に，概略配筋図を図 3－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 張出しダクトの評価対象断面 

  

張出しダクト 

：増厚部 

（単位：mm） 



 

6 

K7
 ①

 Ｖ
-2
-2
-1
8 
別
紙
 R
0 

 

 

図 3－2 張出しダクトの概略配筋図 

  

（単位：mm） 
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3.1.2 解析モデル 

図 3－1に示す評価対象断面に基づき，張出しダクトの解析モデルを図 3－3に示すとお

り設定する。ダクト躯体を非線形はり要素でモデル化し，隅角部にはコンクリート標準示

方書［構造性能照査編］（土木学会，2002年）（以下「コンクリート標準示方書」という。）

に基づき剛域を設定する。また，軽油タンク基礎版と結合している範囲は剛域とし，上端

部は固定とする。 

 

 

 

図 3－3 張出しダクトの解析モデル 

 

  

基
礎
版
結
合
範
囲
 

基礎版結合範囲 

ＰＳ ＰＮ 

（単位：mm） 
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3.1.3 材料特性 

(1) 使用材料 

使用材料を表 3－1に，材料物性値を表 3－2に示す。 

 

表 3－1 使用材料 

材料 諸元 

コンクリート 設計基準強度 23.5 N/mm2 

鉄筋 SD35（SD345相当） 

 

表 3－2 材料物性値 

材料 
単位体積重量

（kN/m3） 

ヤング係数 

(N/mm2) 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 23.5＊ 2.45×104＊ 0.2＊ 

  注記＊ ：建設時の設計値に基づく 

 

 

(2) 鉄筋コンクリートの非線形特性 

鉄筋コンクリート部材は，図 3－4～図 3－6に示す非線形特性及び履歴特性を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4 鉄筋コンクリート部材のＭ-φ関係 

（原子力発電所屋外重要構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005年）より引用） 
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(1) コンクリートの応力－ひずみ関係 

 

 

(2) 鉄筋の応力－ひずみ関係 

 

図 3－5 構造部材の非線形特性 

（原子力発電所屋外重要構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005年）より引用） 

 

 

 

図 3－6 鉄筋コンクリート部材の履歴特性 

（道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説（日本道路協会，平成 14年 3月）より引用（一部加筆）） 

 

  

トリリニアモデル 

における骨格曲線 

修正武田モデル 

による履歴特性 
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3.1.4 照査用震度 

張出しダクトの照査用震度は，Ⅴ-2-2-17「軽油タンク基礎の地震応答計算書」に基づく

地震応答解析の結果より，軽油タンク基礎の張出しダクト設置位置における応答加速度か

ら算定する。設定した照査用震度を表 3－3に示す。 

 

表 3－3 照査用震度の設定 

加振方向 解析ケース 地震動 照査用震度 

水平 ⑤ Ss-8＋＋ 0.71 

鉛直 ⑤ Ss-8＋＋ 0.25 

 

3.1.5 入力荷重 

張出しダクトの耐震評価においける入力荷重を表 3－4 に示す。張出しダクトの入力荷

重は，「3.1.4 照査用震度」で設定した照査用震度，固定荷重，積載荷重及びⅤ-2-2-17

「軽油タンク基礎の地震応答計算書」に基づく地震応答解析の応答値を用いて算定する。 

 

表 3－4 張出しダクトの耐震評価における入力荷重 

区分 種別 考慮する荷重 

主荷重 

固定荷重 自重 

積載荷重 配管荷重 

常時土圧 ダクト側壁に作用する常時土圧 

常時水圧 ダクト側壁，底版に作用する常時水圧 

地震時

の影響 

地震荷重 ダクト躯体，配管に作用する慣性力 

地震時土圧 ダクト側壁に作用する地震時土圧 

地震時水圧 ダクト側壁に作用する地震時水圧 

 

 

3.1.6 許容限界 

(1) 曲げ軸力に対する許容限界 

曲げ軸力に対する許容限界は，原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・

マニュアル（土木学会，2005年）に基づき限界層間変形角（層間変形角 1/100）とする。 

 

(2) せん断力に対する許容限界 

せん断力に対する許容限界は，コンクリート標準示方書に基づき終局せん断耐力とする。 
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3.1.7 評価結果 

(1) 曲げ軸力に対する評価結果 

張出しダクトの曲げ軸力照査における最大照査値を表 3－5に示す。照査結果より，張

出しダクトの照査用層間変形角が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 3－5 曲げ軸力照査結果 

照査用層間変形角＊ 

Ｒｄ 

限界層間変形角 

Ｒｕ 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

3.34×10-4 1.0×10-2 0.04 

注記＊ ：照査用層間変形角Ｒｄ＝最大層間変形角Ｒ×構造解析係数γa 

 

(2) せん断力に対する評価結果 

張出しダクトのせん断力照査における最大照査値を表 3－6に，評価位置を図 3－7に示

す。照査結果より，張出しダクトの照査用せん断力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 3－6 せん断力照査結果 

評価位置 
照査用せん断力＊ 

Ｖｄ（kN） 

せん断耐力 

Ｖｙｄ（kN） 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

頂版 1 165 802 0.21 

側壁上部 2 196 795 0.25 

側壁下部 3 101 417 0.25 

底版 6 100 416 0.25 

注記＊ ：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力×構造解析係数γａ 

 

                        

 

図 3－7 評価位置  

1 

2 

3 

4 

5 

6 ＰＳ ＰＮ 
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3.2 張出し基礎 

3.2.1 評価対象断面 

張出し基礎は，Ｓクラス施設である燃料移送ポンプを間接支持する構造物である。張出

し基礎の評価対象断面を図 3－8に，概略配筋図を図 3－9に示す。張出し基礎は軽油タン

ク基礎西面にＡＣ系，北面にＢ系が設置されている。張出し基礎は，耐震補強工事として

ＡＣ系及びＢ系ともに増厚を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ－ａ断面）                （ｂ－ｂ断面） 

図 3－8 張出し基礎の評価対象断面 

 

 

（ａ－ａ断面） 

図 3－9 張出し基礎の概略配筋図＊ 

注記＊ ：増厚部の配筋の仕様はａ－ａ断面とｂ－ｂ断面で同様である。  

張出し基礎 

a 

a 

b b 

AC 系 

B 系 

（単位：mm） 

（単位：mm） 
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3.2.2 解析モデル 

図 3－8に示す評価対象断面に基づき，張出し基礎の解析モデルを図 3－10に示すとお

り設定する。張出し基礎は，非線形はり要素を用いた片持ちばりでモデル化する。 

 

 

 

（ＡＣ系）                    （Ｂ系） 

図 3－10 張出し基礎の解析モデル 

 

3.2.3 材料特性 

(1) 使用材料 

使用材料を表 3－7に，材料物性値を表 3－8に示す。 

 

表 3－7 使用材料 

材料 諸元 

コンクリート 設計基準強度 23.5 N/mm2 

鉄筋 SD35（SD345相当） 

 

表 3－8 材料物性値 

材料 
単位体積重量

（kN/m3） 

ヤング係数 

(N/mm2) 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 23.5＊ 2.45×104＊ 0.2＊ 

  注記＊ ：建設時の設計値に基づく 

 

  

ＰＥ ＰＷ ＰＳ ＰＮ 

（単位：mm） 
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(2) 鉄筋コンクリートの非線形特性 

鉄筋コンクリート部材は，図 3－11～図 3－13に示す非線形特性及び履歴特性を考慮す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－11 張出し基礎のＭ-φ関係 

（原子力発電所屋外重要構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005年）より引用） 

 

 

(1) コンクリートの応力－ひずみ関係 

 

 

(2) 鉄筋の応力－ひずみ関係 

 

図 3－12 構造部材の非線形特性 

（原子力発電所屋外重要構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005年）より引用） 
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図 3－13 鉄筋コンクリート部材の履歴特性 

（道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説（日本道路協会，平成 14年 3月）より引用（一部加筆）） 

  

トリリニアモデル 

における骨格曲線 

修正武田モデル 

による履歴特性 
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3.2.4 照査用震度 

張出し基礎の照査用震度は，Ⅴ-2-2-17「軽油タンク基礎の地震応答計算書」に基づく地

震応答解析の結果より，軽油タンク基礎の張出し基礎設置位置における応答加速度から算

定する。設定した照査用震度を表 3－9に示す。 

 

表 3－9 照査用震度 

位置 加振方向 解析ケース 地震動 照査用震度 

ＡＣ系 
水平 ⑤ Ss-8＋＋ 0.68 

鉛直 ① Ss-1＋＋ 0.82 

Ｂ系 
水平 ⑤ Ss-8＋＋ 0.71 

鉛直 ① Ss-1＋＋ 0.76 

 

3.2.5 入力荷重 

張出しダクトの耐震評価における入力荷重を表 3－10に示す。張出しダクトの入力荷重

は，「3.2.4 照査用震度」で設定した照査用震度，固定荷重，積載荷重及びⅤ-2-2-17「軽

油タンク基礎の地震応答計算書」に基づく地震応答解析の応答値を用いて算定する。 

 

表 3－10 張出し基礎の耐震評価における入力荷重 

区分 種別 考慮する荷重 

主荷重 

固定荷重 自重 

積載荷重 

非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ， 

非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ防護板（積雪

荷重を含む） 

常時土圧 躯体側面に作用する常時土圧 

常時水圧 躯体側面，底面に作用する常時水圧 

地震時

の影響 

地震荷重 
躯体，燃料移送ポンプ，燃料移送ポンプ防護板に作用す

る慣性力 

地震時土圧 躯体側面に作用する地震時土圧 

地震時水圧 躯体側面に作用する地震時水圧 

 

3.2.6 許容限界 

(1) 曲げ軸力に対する許容限界 

曲げ軸力に対する許容限界は，コンクリート標準示方書に基づき終局曲げ耐力とする。 

 

(2) せん断力に対する許容限界 

せん断力に対する許容限界は，コンクリート標準示方書に基づき終局せん断耐力とする。 
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3.2.7 評価結果 

(1) 曲げ軸力に対する評価結果 

張出し基礎の曲げ軸力照査における最大照査値を表 3－11に示す。照査結果より，張出

し基礎の照査用曲げモーメントが許容限界以下であることを確認した。 

 

表 3－11 曲げ軸力照査結果 

位置 
照査用曲げモーメント＊ 

Ｍｄ（kNm） 

終局曲げ耐力 

Ｍｕ（kNm） 

照査値 

Ｍｄ／Ｍｕ 

ＡＣ系 312 837 0.38 

Ｂ系 253 880 0.29 

注記＊ ：照査用曲げモーメントＭｄ＝発生曲げモーメント×構造解析係数γａ 

 

(2) せん断力に対する評価結果 

張出し基礎のせん断力照査における最大照査値を表 3－12に示す。照査結果より，張出

し基礎の照査用せん断力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 3－12 せん断力照査結果 

位置 
照査用せん断力＊ 

Ｖｄ（kN） 

せん断耐力 

Ｖｙｄ（kN） 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

ＡＣ系 176 646 0.28 

Ｂ系 165 662 0.25 

注記＊ ：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力×構造解析係数γａ 
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3.3 防油堤の耐震評価 

3.3.1 評価対象断面 

防油堤は，Ｓクラス施設である非常用ディーゼル発電設備燃料油系配管を間接支持する

構造物である。防油堤の評価対象断面を図 3－14に，概略配筋図を図 3－15に示す。防油

堤は軽油タンク基礎の周囲（ａ－ａ断面）及び中央（ｂ－ｂ断面）に設置されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ－ａ断面）              （ｂ－ｂ断面） 

 

図 3－14 防油堤の評価対象断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ－ａ断面）                  （ｂ－ｂ断面） 

 

図 3－15 防油堤の概略配筋図  

内側 外側 

（単位：mm） 

（単位：mm） 

防油堤 

a a 

b 

b 



 

19 

K7
 ①

 Ｖ
-2
-2
-1
8 
別
紙
 R
0 

3.3.2 解析モデル 

図 3－14に示す評価対象断面に基づき，防油堤の解析モデルを図 3－16に示すとおり設

定する。防油堤は，非線形はり要素を用いた片持ちばりでモデル化する。 

 

 

（ａ－ａ断面）           （ｂ－ｂ断面） 

 

 

図 3－16 防油堤の解析モデル 

  

内側 外側 

（単位：mm） 



 

20 

K7
 ①

 Ｖ
-2
-2
-1
8 
別
紙
 R
0 

3.3.3 材料特性 

(1) 使用材料 

使用材料を表 3－13に，材料物性値を表 3－14に示す。 

 

表 3－13 使用材料 

材料 諸元 

コンクリート 設計基準強度 23.5 N/mm2 

鉄筋 SD35（SD345相当） 

 

表 3－14 材料の物性値 

材料 
単位体積重量

（kN/m3） 

ヤング係数 

(N/mm2) 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 23.5＊ 2.45×104＊ 0.2＊ 

  注記＊ ：建設時の設計値に基づく 

 

 

(2) 鉄筋コンクリートの非線形特性 

鉄筋コンクリート部材は，図 3－17～図 3－19に示す非線形特性及び履歴特性を考慮す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－17 防油堤のＭ-φ関係 

（原子力発電所屋外重要構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005年）より引用） 
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(1) コンクリートの応力－ひずみ関係 

 

 

(2) 鉄筋の応力－ひずみ関係 

 

図 3－18 構造部材の非線形特性 

（原子力発電所屋外重要構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005年）より引用） 

 

 

 

図 3－19 鉄筋コンクリート部材の履歴特性 

（道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説（日本道路協会，平成 14年 3月）より引用（一部加筆）） 

  

トリリニアモデル 

における骨格曲線 

修正武田モデル 

による履歴特性 
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3.3.4 照査用震度 

防油堤の照査用震度は，Ⅴ-2-2-17「軽油タンク基礎の地震応答計算書」に基づく地震応

答解析の結果より，軽油タンク基礎の防油堤設置位置における応答加速度から算定する。

設定した照査用震度を表 3－15に示す。 

 

表 3－15 照査用震度の設定 

位置 加振方向 解析ケース 地震動 照査用震度 

基礎版周囲 

水平 
⑤ 

（Ａ－Ａ断面） 
Ss-8＋＋ 0.70 

鉛直 
① 

（Ｂ－Ｂ断面） 
Ss-1＋＋ 0.84 

基礎版中央 
水平 ⑤ Ss-8＋＋ 0.67 

鉛直 ① Ss-1＋＋ 0.81 

 

 

3.3.5 入力荷重 

張出しダクトの耐震評価における入力荷重を表 3－16に示す。張出しダクトの入力荷重

は，「3.3.4 照査用震度」で設定した照査用震度，固定荷重，積載荷重及びⅤ-2-2-17「軽

油タンク基礎の地震応答計算書」に基づく地震応答解析の応答値を用いて算定する。 

 

表 3－16 防油堤の耐震評価における入力荷重 

区分 種別 考慮する荷重 

主荷重 
固定荷重 自重 

積載荷重 配管荷重（基礎版周囲のみ） 

地震時の影響 地震荷重 躯体，配管に作用する慣性力 

 

 

3.3.6 許容限界 

(1) 曲げ軸力に対する許容限界 

曲げ軸力に対する許容限界は，コンクリート標準示方書に基づき終局曲げ耐力とする。 

 

(2) せん断力に対する許容限界 

せん断力に対する許容限界は，コンクリート標準示方書に基づき終局せん断耐力とする。 
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3.3.7 評価結果 

(1) 曲げ軸力に対する評価結果 

防油堤の曲げ軸力に対する照査結果を表 3－17に示す。照査結果より，防油堤の照査用

曲げモーメントが許容限界以下であることを確認した。 

 

表 3－17 曲げ軸力照査結果 

位置 
照査用曲げモーメント＊ 

Ｍｄ（kNm） 

終局曲げ耐力 

Ｍｕ（kNm） 

照査値 

Ｍｄ／Ｍｕ 

基礎版周囲 12 76 0.16 

基礎版中央 12 113 0.11 

注記＊ ：照査用曲げモーメントＭｄ＝発生曲げモーメント×構造解析係数γａ 

 

(2) せん断力に対する評価結果 

防油堤のせん断力に対する照査結果を表 3－18に示す。照査結果より，防油堤の照査用

せん断力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 3－18 せん断力照査結果 

位置 
照査用せん断力＊ 

Ｖｄ（kN） 

せん断耐力 

Ｖｙｄ（kN） 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

基礎版周囲 11 250 0.05 

基礎版中央 11 267 0.05 

注記＊ ：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力×構造解析係数γａ 
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4. まとめ 

本資料では，軽油タンク基礎の付帯設備のうち，Ｓクラス施設を間接支持する機能を有する張

出しダクト，張出し基礎及び防油堤に関して耐震評価を行った。評価の結果，各付帯設備は基準

地震動Ｓｓに対して十分な耐震性を有していることを確認した。 
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別紙 ＴＤＡＰⅢ 

1.1 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-18 軽油タンク基礎の耐震性についての計算書 ver.3.11 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＴＤＡＰⅢ 

使用目的 静的応力解析 

開発機関 
大成建設株式会社 

株式会社アーク情報システム 

開発時期 1994年 

使用したバージョン Ver.3.11 

コードの概要 

ＴＤＡＰⅢは，2 次元，3 次元及び軸対称問題に対応可能で，

静荷重，動荷重の取り扱いができる構造解析の汎用解析コードで

ある。 

土木・建築分野の特化した要素群，材料非線形モデルを数多く

サポートしていることが特徴で，日本国内では，建設部門を中心

として，官公庁，大学，民間問わず，多くの利用実績がある。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

本解析コードの検証内容は，以下のとおりである。 

・マニュアルに記載された例題の提示解と本解析コードによる

解析解との比較を実施し，解析解が提示解と一致することを

確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された

要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認の内容は，以下のとおりである。 

・橋梁・橋脚，地盤・構造物連成，地中構造物等をはじめとす

る多数の解析において本解析コードが使用されており，十分

な使用実績があるため，信頼性があると判断できる。 

・日本原子力発電株式会社の「東海第二発電所」において，建

物・構築物，屋外重要土木構造物等の静的応力解析に本解析

コード（Ver.3.08）が使用された実績があり，本工事計画認

可申請で対象とする施設に適用性があることが既に検証され

ている。 

・バージョン更新により新しい構成則の追加，出力機能の追加

が図られたが，本工事計画認可申請において使用するバージ
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ョン（Ver.3.11）と他プラントの既工事計画認可申請で使用

されたバージョン（Ver.3.08）で使用している機能は同じで

ある。 

・本工事計画認可申請における静的応力解析の使用目的に対

し，使用用途及び使用方法に関する適用範囲が上述の妥当性

確認の範囲内であることを確認している。 

 

 


